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1 . はじめに 

わが国の国際競争力を 維持・向上するための 新技術の研究開発が 益々重要性を 増し、 技 
術立国のビジョン ( 1 ) 等に基づく研究開発重視の 論調が各所 て 見られる。 従来の研究開 
発が海外に存在する 先行技術を後追いする 開発が多かったのに 対して、 これからは、 わが 
国が先行開発を 行 う 比重が増加する て あ ろう。 このような新技術の 開発では、 先例がない 
ので、 研究開発のニーズの 把握と適切なシーズの 発見・評価が 不可欠になる。 

本 講演ては、 研究分野の動向をテーマ 間の関連を示す 地図の形で体系化し、 研究開発を 
計画する方法を 提案する。 さらに、 それに基づいた 情報システムを 構築し、 実験を行った 
結果を述べる。 この方式は、 相互に関係する 次の三つの機能からなる。 1 ) 情報の体系化 
絨能 : あ る研究分野に 関連する各種の 断片的情報をニーズとシーズの 視点で体系化し、 デ 

一 タベース ( 以下では D B と略記する ) として蓄積する。 2) 研究分野地図の 作成表示 

機能 : 研究ニーズとシーズの 関連をグラフ ( 研究分野地図 ) の形式で表示し、 それらの 関 
係を把握する。 3) 研究開発パスの 選択機能 : 地図上で、 研究開発テーマの 重要度を評 
価し、 推進ステップを 計画するパス 選択を行 う 。 これらの機能を 支援する情報システム 
は、 研究開発上の 意思決定を支援するシステム Research Decision Support  System 
(R D S S) の一つの事例てあ る。 

以下では、 Ⅱ節で研究開発の 計画と評価に 関する従来の 研究を議論し、 筆者等の視点を 
述べる。 Ⅲ節では、 本 R D S S の機能の概要を 記述し 、 Ⅳ節で実験結果について 触れる。 

Ⅱ， 研究開発の計画と 評価 
一般の計画と 同様、 研究開発の計画を 行うためには、 研究活動や対象とする 項目に関す 

る 情報の収集と 評価が欠かせない。 このような計画と 評価を行 う際 、 研究開発活動を 外部 
から評価する 評価者の立場と 実行する推進者の 立場、 という二つの 立場があ る。 

研究開発の評価については、 従来から多くの 研究があ り、 文献 C2. 3) 等で紹介され 
ている。 これらの研究では、 活動と評価の 時点に基づく 分類 ( 事前Ⅰ中途 / 事後評価 ) や 

研究開発課題の 評価の方法 ( 決定論的 / 経済論的 /0 R 的評価法 ) 等が議論されている。 
これらの議論は、 研究開発評価者の 視点にウェイトがあ り、 評価の対象となる 研究課題や 
活動を記述する 情報の存在が 前提になっている。 

研究開発推進者の 立場ては、 上記の評価に 加えて、 課題を立案する 過程での評価 ( テ一 
マの 将来性、 可能性の評価等 ) が計画推進上欠かせない。 これは、 研究活動自体と 不可分 
な作業であ り、 活動の成否を 大きく左右する。 研究開発評価者 ヘ プロポー ザル を提出する 
以前の段階、 および、 その後の活動推進中の 方向づけにおいても 常に要請される 作業であ 
る 。 この場合、 情報の収集と 位置づけのための 作業やそれらの 情報に基づく 課題や活動の 
評価作業は、 研究開発を進める 事前 / 中途 / 事後において 一貫して行われる 必要があ る。 

Ⅲ節で提案する R D S S の機能は、 このような研究開発推進者のための 計画・評価支援 
を 目的とするものであ る。 この立場からの 研究は少なく、 従来の研究成果と 統合的に利用 
することにより、 研究開発評価者の 計画・評価にも 有用なツールになるものと 思われる。 

皿 ，研究分野地図と Research  Decision  Support  System の概要 
あ る分野において 研究開発を計画し、 推進する上で、 その分野に対する 研究ニーズを 把 
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捜 し、 波及効果が大きいシーズを 発掘することは、 研究開発活動上重要な 作業てあ る。 こ 

の作業は、 未開拓な分野の 研究を行う場合、 特に重要になる。 最近のように 研究開発情報 

が大量に流通するようになると、 多くの情報のなかからその 分野に関連する 有効な情報を 

選択し、 適切に位置づけて 蓄積・利用し、 研究開発課題を 方向づけ、 推進する、 ことが研 
究・開発者にとって 負担になってきている。 図 1 に示す研究分野地図とそれに 基づく RD 
S S による支援は、 このような困難に 対処する -   つの方法であ る。   

研究開発推進者 勃 起 * ニーズ シ一 ズ 研究開 発 
蓄 積 コード化 更 新 編 集 関係把握 戦略の 検討 

  

研究開発 つ 1 . 情報の評価・ づ 2 . 研究分野地図 4  3 . 研究開発パスの 

関連情報 蓄積・体系化 の 作成表示 評価選択支援     
情報収集 R D S S による支援 

図 1  研究分野地図による 情報の体系化と RDS S による支援 

以下 て 図 1 の各ステップの 概要を述べる。 RDS S は問題解決支援環境 KORE (4) 
のデータベースサブシステムの 上 て 実現しているが、 その詳細は (5) を参照されたい。 

1 . 情報の評価・ 蓄積・体系化支援機能 

研究分野に関して 収集された断片的情報 ( 図 1 の研究開発関連情報 ) を体系化し、 蓄積 
する。 対応する RDS S のサブシステムは、 図 2 のような三つの DB 群からなる研究情報 

体系化データベース 作成支援システムであ る。 

研究開発推進者 

追加 更新 Ⅰ参照 吟 追加 更新 ヰ 参照 追加 更新 Ⅰ参照 
  

                                                                自動 研究情報データベース 
ニーズ・ 、 ン一ズ 

情報源 
          更新   I D  デ一 タベース 

シソ一 ラス   ニーズ項目 シーズ項目 コード 

( ニーズ・シーズ 項目 更新 データベース データベース による キ ド 群の階 屑 支援 l . 結合 
構造データベース )   

    
  

ニーズ項目 一 シーズ項目関係データ づ 研究分野地図 

図 2  研究情報体系化データベース 作成支援システムの 構成 

このシステムは、 一般の文献 D B が持っ機能 ( 図 2 の情報源 D B が一般の文献書誌事項 
D B に対応する ) に次のような 情報の構造化支援機能を 追加し、 拡充したものてあ る。 

1 ) 研究情報 D B : 各情報源が提供する 情報を、 その分野に対するニーズ 項目とシーズ 項 
目の キーワードで 分類し、 蓄積する。 さらに、 情報源により、 これらのニーズとシーズ 項 
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目を関係づける。 例えば、 
( ニーズ項目 n ) -- 一 [ 情報源 @  l  - 一一 ( シーズ項目 5 ) (1 Ⅰ という f 吉報を研究情報 DB に蓄積することによって、 f 育親 源 i がニーズ項目 n とシ 一 項 

目 s に関する研究情報を 提供ずることを 蓄積し 、 更に、 シーズ項目 s がニーズ項目 n のた 

めに利用可能であ ることを抽出することが 出来る ( 一つの情報源に 対して複数のニーズ / 

シーズ項目が 対応することもあ る ) 。 
このデータベースには、 次の二種類の 評価データも 蓄積する。 

① 情報源Ⅰの重要度 : 重要、 普通、 重要ではない、 という三段階評価データ 

② 情報源 i がニーズ項目 n とシーズ項目 s についての情報を 提供する関連度の 五段階 

評価データ 
これらのデータは、 研究開発推進者がⅢのような 情報を D B に蓄積する時に、 同時に評価 

し 、 蓄積する。 これらは、 DB から重要な情報、 重要なニーズノシーズ 関係を抽出する 時 

等に使用できる。 
研究情報 DB は、 情報源 1 を示す情報源の I D コードを共通キ ー として持っ情報源 DB 

( 文献情報の書誌事項のような、 情報源の属性の DB) と結合することによって、 DB の 

分割等の操作を 行 う ことがてきる。 
2 ) ニーズ・シーズ シソ一 ラス : Ⅲのようなキーワード 群を階層構造化し、 研究分野の対 

象を示す概念のシソーラスを 、 ヵ テゴリ一で体系化した DB として構築する。 

一般の ( 大規模な ) 文献 D B では、 シソ 一 ラスのディスクリブ タ としてのキーワード、 

およびそれらの 属する ヵ テゴリーが ( あ る期間 ) 固定されており ( 例 C 6 ) ) 、 文献の記 

述 内容はこれらのキーワードから 選定されている。 一方、 キーワードを 自由に選択できる 

D B ては、 キーワードを 体系化するのが 難しい。 

R D S S の使用状況では、 研究情報 D B に (1) のようなデータを 追加する時に、 ニーズ   

、 ン一ズ シソーラスを 参照しながら 行 うが ( 図 2 の 吟 ) 、 対象とする情報源の 内容を キ 一％ 

一ドで 適切に表現するためには、 シソ 一 ラスを変更する 必要が頻繁に 起こり得る。 この時 、 

、 ンソーラスの 変更に伴い、 蓄積されている 研究情報 D B の内容を更新する 必要があ る。 

また、 これらのキーワードを 適切に ヵ テゴリ一に分類し、 キーワード群による 概念の階 

屈 構造を作り上げることによって、 研究分野が ヵ バ ー する範囲が明確になる。 これは、 絶 

えず発展する 研究分野を的確に 把握するための 有効な手段であ る。 

R D S S では、 これらの要請に 応えるため、 ニーズ・シーズ シソ一 ラスを D B として、 

研究情報 DB と同じ DB  ニーズ分類項目 

変更に伴い、 システムが 
群 に含み、 シソーラスの 大項目 1: 忘恩決定下中項目 1. Ⅱ 秩時的 計画 

中 項目 1.2: 撞営 哲理 
中 項目 1.3: 文格 帯珪 

研究情報 D B を自動更新 

情報を ュ 一ザ一に提供 ) 
( または、 更新に必要な 大項目 ( 2:DSS 忘思 決定支援 中 項目 2.2: 構成要ま 

  

  

システ         小項目 2,2.2: 知糠 べース管理 

して支援する ( 図 2 の点 小項目 2.2.3: モデルベース 管理 

線 部分 ) 。 自動更新機能 
小項目 2.2. れ椎拾 エンジン 

は 、 DB 管理システムの 、 ン一ズ 分類項目 

  

中 項目 3.1: 牡念 ・枠組 

って実現する。 これによ 中 中 項目 項目 3.2  3.3%9 塞 果決定 科学・ 穏 0 ㍉Ⅰ 小項目 3.2.1: 忘恩決定のモデル 

り 、 研究情報 D B の蓄積 中 項目 3.4     システム分析 

に 並行してニーズ・ シ一 中 項目 3.5: 数理モデル 
申 項目 3.6: 人工知能・ 知 竣工学 

ズ シソーラスも 蓄穏 ・ 体 

系 化され、 研究分野の範 
囲を図 3 のような階層構 

造のキーワードで 明確に 

中 項目 4.1     DB システム 杏理     小項目 4.1.1: 一般 
赳 " 。 :;:: 丁 小項目 4.1.2: 関係型 D  B 

図 3  ニーズ・シーズ シソ一 ラスの 膳屈 構造 
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していくことがむきる ( 階層構造の 

構成は研究開発推進者が 自身の視点 
により決定する ) 。 図 3 は、 後述 

(IV 節 ) の「 忘は 、 決定支援システム 

(D S S) 」分野のキーワードの 一 

部を示したものであ る。 

2 . 研究分野地図の 作成表示機能 

研究情報 D B を人力として、 研究 
分野のニーズ・シーズ 間の関係を示 

す 研究分野地図を 作成し、 ヵ ラーグ 

ラフィックス 上に表示する。 よ二 " 一 ズ 項目 、 ン一ズ 項目 

図 3 の最下位の分類項目が 研究 分 図 4  ニーズ 項 、 目とシーズ項目の 関係 

好め ニーズとシーズの 全体を示して 

いろ。 これらの項目は、 研究情報 D B に蓄積されたⅢのような 関係データを 集約す る こ と 

によって、 図 4 のような関係として 表現できる。 図 4 において、 ニーズ小項目 2,2.4 「 D 

S S 構成要素 / 推論エンジン」とシーズ 申 項目 3.5 「理論・方法論 / 数理モデル」が 枝で 

結合されていることは、 あ る情報源においてこれらの 項目が同時に 扱われていることを、 

(1) の [ 情報源 i ] を省略して示している。 

図 4 は、 複数のニーズ 項目が共通のシーズ 項目を必要とすることによって 関連すること を 示している。 このニーズ問の 関係をより明瞭に 表示するために 視的 Q アナリシス ( Ⅰ l 

8 コ の方法を適用すると、 図 5 、 図 6 の研究分野地図が 得られる。 

  
DSS 窩匝 要ま /     。 "" ぬ裏 "/ 

モテルベースギ 珪 モデルベースⅠ 珪 
  

    
    

' 悪思 決定 ソ Dss 仮桂ソ     。 ""'";"""  " 奴屯 "   モデ Ⅰ ング   
DSS 窩硅要ま /     l 牧珪 モチ 屋み @  l 挺 案み システ l lDss 雙珪 要文 /l 
畑丼 。 "" 。 " 

" 思決も """"" 。     
" 思 " 定ノ卍 。 的甘 。 

DSS 牡皮 粟ま /     
椎拮ヱ ンソン 

図 5 研究分野地図 I (Q 結合階層バラフ ) 図 6 研究分野地図 D ( 隣接階層バラフ ) 
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3 . 研究開発パスの 評価選択支援機能 

図 6 は研究分野のニーズ 群 とそれらのシーズ 共有関係を示すので、 あ るニーズを充足す 

るためのシーズ 群の研究開発が 他のニーズのための 研究開発に及ぼす 波及効果を示してい 

る 。 この効果を考慮した 研究開発戦略を 検討するために、 システム化計画法 C 7 . 8 ) を 

適用することができる。 この方法は 、 他の方法や実際上の 制約をユーザーが 考慮して研究 

開発戦略を立案する 際に、 波及効果の視点からの 計画支援機能を 提供する。 

Ⅳ． 文献情報を入力とする 計画支援の実験 
R D S S を使って、 「忘恩決定支援システム」分野の 研究開発計画を 検討するための 実 

験を行っている。 講演では、 第一段階の実験の 結果を発表する。 この実験では、 意思決定 
支援システムに 関する専門誌であ る Decision Support System に掲載された 論文を中心に、 

文献情報を情報源として 使用し、 図 5 、 図 6 を詳細化した 研究分野地図が 得られた。 その 

結果、 現在、 意思決定支援システム 研究において、 人工知能分野の 研究成果の利用方法が 
中心テーマになっており、 その具体的内容と 従来のデータベース 利用、 経営科学の利用等 
との関係が研究分野地図によって 明示的に示された。 

V. おわりに 

研究開発推進者の 計画を支援するシステム R D S S を提案し、 その概要を述べた。 この 

、 ンステムは 、 常に変化，発展する 研究開発活動を、 研究分野の外部情報、 推進者の活動の 
進捗情報の蓄積に 伴って incremental に把握し、 ダイナミックに 方向づけを行うツールと 

して有用であ る。 また、 グルーブで研究開発を 行う場合のバループ 内のコミュニケーショ 

ンの ツールとしても 利用できる。 今後は、 R D S S を忘恩決定支援システムの 研究開発の 

ような実例に 適用すると共に、 支援機能を拡充する 予定であ る。 

本研究は、 第五世代コンピュータ・プロジエクトの 一環として行われたものであ る。 
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